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　明けましておめでとうございます。

　会員の皆様を始め関係者の皆様におかれましては、お健やかに新年をお迎えのこととお慶び申し

上げます。

　常日頃から、当協会の業務運営、推進に多大なご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

　昨年の国土交通省所管の公共土木施設の被害報告額は、令和 4 年11月30日現在で直轄、補助合わ

せて、9,996箇所、3,979億円とされています。

　これらの災害を振り返ってみますと、 7 月の低気圧や前線による大雨、 8 月 3 日からの大雨、台

風第１４号、第１５号等により河川の氾濫や土砂災害が発生するなど甚大な被害が発生し、また、 3 月

の福島県沖、 6 月の石川県能登地方を震源とする地震が発生する等、地域住民の生活や経済活動に

大きな影響を及ぼしました。

　被災されました方々に心よりお見舞い申し上げますとともに、一日も早い復旧・復興をお祈り申

し上げます。

　近年、短時間強雨の発生回数が時間雨量50㎜以上の場合で約1.44倍に増加する等、既に地球温暖

化の影響が顕在化しており、更に、台風の大型化が予測される等、水災害の頻発化・激甚化が強く

懸念されています。このため、災害初動対応時や大規模災害時における自治体への災害復旧に関す

る支援、デジタル技術の活用等が必要になっています。

　また、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に基づいて、自然災害に屈しない

年頭のご挨拶

公益社団法人全国防災協会 会長　脇　　雅　史
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国土づくりを着実に進め、流域治水に基づいた事前防災を強力に推進することが求められています。

　一方で、南海トラフ巨大地震、首都直下地震等の大規模地震への備えも喫緊の課題となっ

ています。

　更に、市町村における技術系職員の不足等による公共土木施設の維持管理の不足、公共事業施行

における困難等の課題が顕在化しています。

　当協会といたしましても、大規模な災害が発生したときには、災害復旧や改良復旧計画立案のた

め、被災自治体から国土交通本省防災課に要請がなされ必要と判断された場合に、無償で災害復旧

技術専門家を派遣する制度を運営しており、昨年も 7 月の大雨で甚大な被害が発生しました宮城県

大崎市、 8 月の大雨での青森県鯵ヶ沢町・深浦町、山形県長井市・飯豊町、岩手県一戸町に延べ11

名を派遣したところです。今後も積極的に派遣してまいる所存ですので、ご活用くださいますよう

お願いいたします。

　当協会は、本年も公益社団法人として着実な歩みを進めて参る所存でございます。

　会員各位、関係者各位の皆様のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げますとともに、皆様

の益々のご健勝とご多幸をお祈り申し上げまして、新年の挨拶といたします。
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　新しい年を迎えるにあたり、謹んで新春のご挨拶を申し上げます。皆様には、日ごろより水管理・
国土保全局の所管行政の推進に格別のご支援とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

　新型コロナウイルス感染症が全世界あるいは日本国内で流行し始めてから約 ３ 年が経過しまし
た。流行当初に比べれば、コロナ禍以前の生活に近づきつつあり、河川敷などでのイベントでも人々
が楽しんでいる様子に、明るい兆しが見え始めていると感じています。こういった社会経済活動の
回復が図られつつある中、我が国の経済や国民生活は新たな課題に直面しており、建設資材の価格

（ １ 年前との比較では鋼材が ３ 割～5.5割程度増加、木材が ４ 割～8.5割程度増加 等）1）やエネルギ
ー価格の高騰など、国土交通行政に関わる様々な分野でも非常に難しい局面を迎えております。

　社会経済活動が様々な課題に直面する中、地球温暖化に伴う気候変動の影響はとどまることを知
らず、その猛威は世界各地を襲っています。昨年 ６ 月中旬以降、パキスタンでは例年を大幅に上回
る雨量で、河川氾濫による大規模な氾濫が発生しました。一部の地域では、 ７ 月に、平年の ５ 倍を
越える降雨量となり、過去62年で最大となるとともに、国土の ３ 分の １ が浸水、3,300万人以上の
方が被害に遭われており、街の復旧・復興のみならず、衛生環境の劣化により感染症等も蔓延して
いるとの話もあります。また国内でも、 ８ 月 ３ 日からの大雨により、国管理河川では ４ 水系 ４ 河
川、都道府県が管理する河川では48水系120河川で氾濫し、そのうち ５ 水系 ６ 河川で堤防が決壊す
る被害2）がありました。 ９ 月に発生した台風第14号・第15号では、延べ49河川で氾濫等による被害、
292件の土砂災害など3）がありました。また、内水氾濫による浸水被害が全国の至るところで発生し、
７ 月から ９ 月における浸水戸数は13,000戸以上に上ります。これらの災害により亡くなられた方々
のご冥福をお祈りいたしますとともに、被災された方々に、心よりお見舞い申し上げます。災害発
生直後、新潟県、山形県、福井県、石川県へ、政務の被災現場の視察に同行させていただきました。
住宅が浸かり家財が使えなくなる、生活の基盤となる道路や鉄道等の交通ネットワークも寸断され
るなど、その被害の状況は各種報道で耳にする以上に深刻で、地域の皆様の不安や心配は計り知れ
ないものかと思います。水管理・国土保全局が担う重要な責務として、国民の安心・安全の確保を
最優先に、防災・減災対策に取り組んでいかなければならないと改めて決意した次第です。

新年のご挨拶

国土交通省水管理・国土保全局長　岡　村　次　郎

1）　 中 央 建 設 業 審 議 会（ 令 和 ４ 年 6 月21日 開 催 ） 配 布 資 料 よ り（https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/
content/001487405.pdf）

2）　内水による浸水被害河川数を含む。 8 月23日7時00分時点とりまとめ。土砂災害は12月 1 日時点の数値
3）　台風第14号が令和 4 年 9 月22日時点、台風第15号が令和 4 年 9 月30日時点の数値
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　前述のとおり、一度大規模な水災害が発生すると、尊い人命が失われるだけでなく、全壊・半壊
した家屋や事業所等の再建、災害廃棄物等の処理など、元の生活に戻るまでには多大な時間・費用
を要することになります。被害の拡大を最小限に防ぐためには事前防災対策の強化が必要です。
　平成 ９ 年の河川法改正以降、全国の河川で河川整備基本方針、河川整備計画を策定し、戦後最大
規模の洪水を安全に流下させるための当面の整備目標を定め、堤防やダム等のハード整備を進めて
まいりました。そこから四半世紀。近年では、「防災・減災、国土強靱化のための ３ か年緊急対策」
や「防災・減災、国土強靱化のための ５ か年加速化対策」といった追加予算も活用し、全国で約
7,840万立方メートル（10t ダンプトラックに換算すると約1,568万台分相当4））の河道掘削5）を実
施するなど、ハード対策の更なる強化に取り組んでおります。また、既存施設を最大限活用する取
組として、令和 ２ 年 ６ 月より各利水ダムの管理者や関係利水者の皆様にもご協力いただき、利水ダ
ムにおける事前放流を開始しました。昨年の台風第14号の際には、治水ダム・利水ダム合わせて過
去最多となる全国129ダムで事前放流を実施したことにより約4.2億立方メートルの容量を確保し、
地域の被害軽減に大きく寄与したものと考えられます。

　このように数十年に渡るハード・ソフト両面での対策が着実に実を結ぶ一方で、気候変動による
降雨量の増加の影響が既に顕在化し、依然として厳しい状況が我が国に突き付けられているのも事
実です。地球温暖化により気温が ２ ℃上昇すると降雨量が1.1倍、河川の流量が1.2倍、洪水の発生
頻度が ２ 倍になるとも示されており6）、これまで以上に対策のスピードを上げて対応していかなけ
ればなりません。

　令和 ３ 年11月に流域治水関連法が全面施行され、流域のあらゆる関係者の協働によるハード・ソ
フト一体となった事前防災対策として「流域治水」の取組を推進しております。法施行後初の特定
都市河川指定となった大和川水系大和川（奈良県）に続き、昨年は江の川水系江の川（広島県）、
二級水系では全国初となる本川水系本川（広島県）が指定されました。特定都市河川指定を更に進
めるため、今後、全国の一級・二級水系を対象に水害リスクの高い地域をかかえる河川を選定し、
特定都市河川の指定及び流域水害対策計画策定のロードマップを公表してまいります。また、気候
変動の影響による降雨量の増大を考慮し、築堤やダム、遊水地等の強化に加え、利水ダム群の治水
への活用や地域防災対策、まちづくりの推進等の流域治水の観点を盛り込み、随時、河川整備基本
方針の見直しを進めています。新宮川水系、五ヶ瀬川水系、球磨川水系の ３ 水系に続き、昨年は十
勝川水系、阿武隈川水系の ２ 水系を変更し、更に多摩川水系、関川水系についても見直しの検討に
着手しました。また、近年、全国の至るところで内水氾濫による被害が発生していますが、事前防
災の考え方に基づく下水道整備の加速化や内水浸水想定区域図の作成促進のための取組を、引き続
き進めてまいります。まだ走り出したところではありますが、災害は待ってくれません。流域治水
を一日も早く実現していくためには、都道府県や市町村、民間事業者、地域住民の皆様の協力・連
携が不可欠です。国土交通省が旗振り役となって、「防災・減災が主流となる安全・安心な社会」
の実現に向け、全力で取り組んでまいります。

4）　10t ダンプトラック １ 台あたり 5 ㎥として換算
5）　平成30年度から令和 ３ 年度までの河道掘削量
6）　国土交通省「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」（https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_

blog/chisui_kentoukai/index.html）



（ 6 ） 第 883 号 防 災 令 和  5  年  1  月  1  日

　気候変動の影響を回避または軽減する対策、いわゆる“適応策”のみならず、温室効果ガスその
ものの排出を削減する対策として“緩和策”も両輪で進めてまいります。「温室効果ガスの排出量
を2030年までに46％削減（2013年度比）」という目標達成に向けて、カーボンニュートラルに向け
た取組として、治水機能の強化と水力発電の促進を両立させる「ハイブリッドダム」の取組を昨年
からスタートしました。このハイブリッドダムは、最新の気象予測技術や土木技術を活用し、天候
に応じて貯水量を柔軟に設定する高度な運用を実現することによって、治水容量と発電容量の増強
を図るものです。本取組を推進するにあたり、昨年 ７ 月に民間事業者の皆様とサウンディング（官
民対話）を行い、30社を超える企業の皆様に参加いただきました。このような水力発電や地域振興
に関心のある民間の方々から頂いたご意見・ご提案も踏まえ、治水と発電の双方に利益のある形で
進めていけるよう、取組の方法や進め方等の具体化を図ってまいります。下水道分野では、「グリ
ーンイノベーション下水道」の取組を新たに打ち出しました。下水道施設全体の省エネ化とともに、
消化ガス発電、汚泥の燃料化、焼却廃熱利用などの下水道資源を活用した創エネの取組や、下水熱
利用、水処理施設の上部空間を活用した太陽光発電などの再エネの取組を進めることで、脱炭素・
循環型社会への転換を先導していきたいと考えております。昨年末に公募した「カーボンニュート
ラル地域モデル処理場」において、具体的な技術の普及展開等を進めてまいります。

　また、国際情勢が不安定な中、食料の安定供給の重要性も取り上げられております。その中で、
下水汚泥の肥料利用を大幅に拡大すべく検討を進めております。汚泥肥料の流通経路の確保、安全
性の PR、施設整備への支援、技術開発など、農林水産省との連携を密に行いながら、肥料の国産
化と肥料価格の抑制の実現に向けて取り組んでまいります。

　今年は、関東大震災から100年の節目の年になります。時代とともに国内情勢は変化していきま
すが、一度原点に立ち返り、これら過去の災害の経験・教訓を次の世代へ伝えていくこともまた、
行政が担う大きな役割の一つであると考えております。また、今年の ３ 月には国連水会議が46年ぶ
りに開催され、 ５ 月には「仙台防災枠組2015-2030」の中間レビューも行われる等、水防災に関連
する国際的なイベントも多数開催される予定です。水防災に対する世界的な関心が高まるこのタイ
ミングで、昨年の第 4 回アジア・太平洋サミットにおける「熊本水イニシアティブ」等を踏まえた
取組を強化し、水・防災分野における日本のプレゼンス向上を目指してまいります。

　我が国はその地理的条件から、多くの災害リスクを抱えています。激甚化・頻発化する水災害の
みならず、南海トラフ巨大地震や首都直下地震、富士山の噴火などの数百年に一度の大災害も懸念
されております。このような状況下においても、安定した生活・経済発展の土台を築くべく、イン
フラ等の整備に取り組んでまいります。本年も引き続き、皆様のご協力、ご支援を賜りますよう、
よろしくお願い申し上げます。
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　謹んで新春のご挨拶を申し上げます。
　昨年は、 ３ 月の福島県沖を震源とする地震、桜島の噴火、 ７ 月や ８ 月の大雨、台風第14号、台風
第15号、12月の大雪による災害など、全国各地で多くの災害が発生しました。これらの災害により
お亡くなりになられた方々にお悔やみを申し上げるとともに、被害にあわれた皆様に心よりお見舞
いを申し上げます。

　これらの災害により、全国で ９ 千 ９ 百箇所、被害額は ３ 千 ９ 百億円を超える公共土木施設被害が
発生しました（令和 ４ 年12月15日現在）。国土交通省では、国が管理している河川、道路等の応急
復旧を行うとともに、権限代行により県管理道路の迅速な応急復旧を実施しました。また、42道府
県99市町村へ、のべ約4,000人の TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）を派遣し、被災状況調査や
排水ポンプ車による浸水排除等、被災自治体の支援に取り組みました。

　公共土木施設の復旧については、令和 ４ 年 ４ 月より机上査定の限度額を300万円から1,000万円に
引き上げ、被災現場に赴かず書面のみによる査定を多くの箇所で実施できるようにするなど、一層
の災害査定の効率化（簡素化）に取り組み、１２月までに概ね災害査定を終えることができました。

　これらの査定に先立ち、災害復旧工法についての助言等を行うため、昨年も防災協会を通じて、
青森県深浦町・鰺ヶ沢町、岩手県一戸町、宮城県大崎市、山形県飯豊町・長井市へ、のべ16人の災
害復旧技術専門家に支援を行って頂きました。災害復旧技術専門家の皆様に対し、この場をお借り
して厚く御礼申し上げます。
　これらの災害復旧については、12月 ２ 日に成立した令和 ４ 年度 ２ 次補正予算（災害復旧事業等：
公共事業関係費約3,313億円）も活用し、被災地域の早期の復旧に向け全力で取り組んでまいります。

　早期復旧に向けた最近の取組を三点ご紹介します。
　一点目は、デジタル技術を活用した災害査定の取組です。昨年は、静岡県、秋田県北秋田市、岐
阜県等の現場において、「災害復旧事業におけるデジタル技術活用の手引き（素案）」に基づき、ド
ローン測量により作成した設計図面を災害査定に活用する取組やリモートによる机上査定等の取組
を試行しました。今年はデジタル技術の活用における効率性・有効性を更に検証し、手引き（素案）

年頭のご挨拶

国土交通省水管理・国土保全局防災課長　中　込　　　淳
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をブラッシュアップすることで、災害復旧事業におけるデジタル技術の実装を推進してまいります。
　二点目は、大規模災害時における災害復旧手続きの改善です。これまでも早期査定に向けた設計
図書の一部簡素化などの取組を実施してきましたが、更なる迅速化を図るため、昨年から、これま
でよりも早い段階で災害査定を行い、技術的助言を行うとともに、金額の算定を一本化する「早期
確認型査定」を試行しています。今年は試行を全国に展開し、本格的な実施に向けて取り組んでま
いります。
　三点目は、災害時における遊水地内の堆積土砂等の迅速な撤去に向けた取組です。激甚化・頻発
化する洪水に対応できるよう、遊水地で洪水貯留を行ったのち、土砂等が遊水地内に堆積し、次の
洪水に対して洪水調節機能に影響を及ぼす場合には、早期に機能を復旧させるため、災害復旧事業
として堆積土砂等の撤去が可能な制度を創設するべく取り組んでおります。

　近年の激甚化・頻発化する豪雨災害や、切迫化する大規模地震等に対応するためには、事前のハ
ード・ソフト対策の実施等の平時からの取組が重要です。記録的な勢力を保ったまま九州に上陸し
た台風第14号では、過去最多の事前放流の実施や防災・減災、国土強靱化のための ５ か年加速化対
策等による河道掘削等のこれまでの対策の効果が見られたものの、降雨量があと少しでも増加すれ
ば氾濫するところまで水位が上昇した河川も多く、今後、気候変動による降雨量の増加も予測され
ていることから、更なる事前防災対策の必要性を改めて認識したところです。

　国土交通省では、「いのちとくらしをまもる防災減災」をスローガンとする「総力戦で挑む防災・
減災プロジェクト」を令和 ２ 年 ７ 月にとりまとめ、流域治水の推進等の防災・減災施策を着実に推
進してきたところであり、昨年 6 月には、前年度の災害の教訓も踏まえ、「再度災害の防止」・「初
動対応の迅速化・適正化」をテーマとして、プロジェクト全体の充実・強化を図りました。
　この他、昨年 5 月に日本海溝・千島海溝地震特措法が改正されたことを受け、11月に「国土交通
省日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震対策計画」の改定を行いました。この計画には、「応急活動
計画」、「発生に備え推進する対策」とともに、「積雪寒冷地特有の課題を考慮した対策」、「後発地
震への注意を促す情報の発信」などの対策も位置付けています。

　今後とも、国民の命と生活を守るため、様々な取組を進めてまいりますので、防災協会並びに会
員の皆様のご理解とご協力をお願い申し上げます。
　結びに、防災協会のご発展と会員の皆様のご健勝をお祈り申し上げ、新春のご挨拶とさせていた
だきます。
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鹿児島県十
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 土木交通課 地域整備室長　藏
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離島における災害復旧事業について
（令和 ２年 ６月豪雨災害）

１ ．はじめに
　十島村は、有人島 ７ 島、無人島 ５ 島の小規模の島々
が南北160㎞に点在し、役場庁舎が行政区域外の鹿
児島市にある特異な環境下で、人が常時居住してい
る地域としては、「日本一長い村」で、人口654人、
374世帯（令和 4 年10月末現在）、各島50人から140
人（世帯数30世帯から90世帯）が生活しています。
　各島には村の出先の出張所がありますが、会計年
度職員の出張所長のみが勤務しており、村内の職員
は各島の診療所に勤務する看護師のみで、他職員は
鹿児島市の庁舎で日常勤務に従事しており、有人島
７ 島への唯一の定期交通手段である週に ２ 便の村営
定期船「フェリーとしま ２ 」の運航を利用し、役場
職員はその都度定期船を利用して各島へ出向いてい
ます。

２ ．令和 ２年の災害復旧事業
⑴　災害の状況
　令和 ２ 年の中之島豪雨災害では、鹿児島県が島内
に設置した河川砂防情報システムで、 ６ 月 ４ 日午前
９ 時から午前10時まで最大時間雨量78㎜/h、最大
24時間雨量 6 月 4 日午前 3 時から翌 ５ 日午前 ３ 時ま
で399㎜/h を観測しております。
　 ６ 月 ４ 日当日は、午前 ７ 時14分に村内全域に大雨
警報が発令され、10時36分には50年に一度の記録的
な大雨情報が発表され、村は同時刻に地域住民へ避

十島村 位置図

定期船フェリーとしま2

大雨の状況
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難勧告を発令しております。この豪雨による被害状
況は、人的被害は無かったものの、住宅の床上床下
浸水 ４ 棟の他、断水 １ 箇所と数箇所の停電があり、
断水は ７ 日には仮復旧し、集落付近で発生した停電
についても ５ 日に仮復旧しました。
　一方、島内の道路については、49件の被害箇所を
確認し、うち村道10路線37箇所、林道 ２ 路線 ６ 箇所
を災害復旧事業を申請する甚大な被害が発生しまし
た。
　集落付近での被害は ７ 件で、被害が集中した路線
は島の北側の御岳（979ｍ）の山頂付近のテレビ中
継施設に繋がる村道と、海岸線から100ｍほど中腹
に整備した島を一周する村道の ２ 路線で30件の被害
を受けました。いづれも斜面上に整備した路線で豪
雨により飽和状態となった山側斜面の崩落と、排水
施設の処理能力を超えた雨水による路肩決壊と路盤
流出や舗装面（コンクリート舗装）の破損が主なも
ので、それぞれ迂回出来る道路が無い場所で被害を
受けております。
　冒頭に述べましたように、村職員は島内に勤務し
ていないため、災害発生当日は会計年度職員の出張

所長と地元消防団が本庁の指示を受けながら、集落
付近の被災状況の調査を行い、翌 ５ 日に村長と他職
員が県の防災ヘリにより土砂崩れで通行止めとなっ
た全区間を上空から確認し、被害の甚大さを改めて
確認しております。 ９ 日には、鹿児島県より ８ 人の
職員の御協力を頂き、現地調査を行い災害復旧事業
の採択を見込む申請箇所数の確認と決定をしており
ます。

県職員による調査

中之島航空写真

中之島港

御岳（ ）

０ １．０ ２

小中学校
診療所

出張所

簡易プラント

▲

灯台

ヘリポート

ヘリポート

凡 例

● 村道災害

● 林道災害

通行止区間
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　村職員の技術職の数が少なく災害査定までの間は、
県の御指導や県建設技術センター並びに県治山林道
協会の御協力を頂き、設計図書作成等を進め、村道
37件林道 ６ 件を合わせ937,431千円を申請額として、
８ 月20日に林道 ６ 件、８ 月25日に村道21件、９ 月 ２ 日
に村道16件の査定を受検し、採択を頂いております。

⑵　公共工事の状況
　島内に土木事業関係資材を調達する場が無く、コ
ンクリート資材を始め、鹿児島本土や奄美大島から、
定期船や作業船をチャーターして資材輸送をしてい
ますが、定期船の貨物積載量の制限や運航間隔が週
２ 便であること、作業船をチャーターするには輸送
量を確保しなければならないことなど資材運搬にか
かる問題を検討することが必要になります。

　その他、島内にはアスファルトプラント施設は無
く、道路舗装も殆どがコンクリート舗装となってい
ます。簡易プラントを整備している施工業者もあり
ますが、自社が受注した場合のための簡易プラント
で、殆どが現場練り生コンクリートでの工事施工と
なります。
　また、島内の宿泊施設が少なく作業員の受入数に

被災状況（ヘリ撮影）

被災状況（ドローン撮影）

被災状況（着工前）

被災状況（完成）
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限りがあるなど、他地域では想像できない様々な支
障がある中で、請負者には工事受注して頂いている
ところです。
　村監督員との打合せについては、電話やメール等
の連絡が重要となってくるため、現場代理人等につ
いては、大変な御苦労をかけている状況です。

⑶　災害復旧事業の執行状況
　復旧工事は工区分けして工事発注をしており令和
4 年10月末現在で林道全 ６ 箇所と村道37箇所のうち
29箇所の工事が完成し、 ７ 箇所の村道の復旧工事を
施工中で、未発注分は １ 箇所となっています。
　集落内の復旧工事は終了し、住民生活には大きな
支障が解消されつつありますが、複数個所を被災し
た村道 ２ 路線については、迂回路や仮設道路を設け
られる地形も無いため先行工区の完成を目途に次工
区を発注する形をとっています。

３ ．おわりに
　今回の令和 ２ 年 ６ 月豪雨災害は、発災直後から鹿
児島県及び県建設技術センター並びに県治山林道協
会の職員の皆様のご協力により、令和 ５ 年度中に復
旧工事が完了する見込みとなっております。この場
を借りて厚くお礼申しあげます。
　また、離島での慣れない環境のもとでの測量設計
業務や復旧工事に従事して頂いた多くの皆様に感謝
を申し上げます。

４．十島村のPR
　今年は ３ 年ぶりに「 ７ 島めぐりツアー」や「トカ
ラ列島マラソン」等を実施することができました。
７ つの島々を村営のフェリーで全てまわることがで
き、いつも抽選になる程、大人気のイベントです。
日本最後の秘境といわれるトカラの大自然を肌で感
じることができます。
　農産業では、ふるさと納税の返礼品としても人気
が高い「島バナナ」や「スイートスプリング」「大
名たけのこ」等があります。
　令和 ４ 年10月から諏訪之瀬島場外離着陸場を活用
しての航空路線の運用も開始しており、交通アクセ
スも増えました。ぜひ、この機会に十島村へお越し
下さい。

口之島（フリイ岳展望台からの眺望）

マラソン大会
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https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo04_hh_000197.html

　国土交通省では、これまで、住民の避難等を目的として、洪水ハザードマップのもととなる洪水
浸水想定区域図（想定最大規模の洪水を対象）を作成・公表してきました。これに加え、今般、防
災まちづくりや企業立地の参考となることを目的として、「水害リスクマップ（浸水頻度図）」を作
成し、ポータルサイトを開設しました。
　水害リスクマップ（浸水頻度図）は、多段階の浸水想定図（発生頻度は小さいものの浸水範囲が
広い大規模な洪水や、浸水範囲は狭いものの発生頻度が高い小規模な洪水など、様々な規模の洪水
の浸水想定図）を重ね合わせたものであり、今回開設するポータルサイトでは、全国の国管理河川
の水害リスクマップと多段階の浸水想定図をまとめて確認することができます。
　今後、水害リスクを踏まえた、まちづくりや企業の立地選択等での更なる活用促進に向け、流域
治水協議会等を通じて情報共有を図り、議論を深めてまいります。
※ https://www.mlit.go.jp/river/kasen/ryuiki_pro/risk_map.html

　

河川氾濫による浸水の頻度を見える化（国管理河川）
～水害リスクマップ（浸水頻度図）のポータルサイトを開設～

令和 4年12月14日 水管理・国土保全局河川環境課
国土技術政策総合研究所河川研究部

※一定の条件下でのシミ ュレーショ ン結果であり 、 雨の降り 方や内水も含めた浸水形態によっては実際の浸水状況と異なる場合があります

水害リ スクマッ プ（ 浸水頻度図）多段階の浸水想定図

○ 高頻度から中頻度で発生する降雨規模毎（ 年超

過確率 1/10、 1/30、 1/50、 1/100、 1/150 又は

1/200） に作成した浸水想定図。

○ 今回公表する図は、 国管理河川からの氾濫によ

る浸水のみを対象。

○ 多段階の浸水想定図を用いて、 降雨規模毎の

浸水範囲を浸水深毎（ 0. 0m以上、0. 5m以上（ 床

上浸水以上）、3. 0m以上（ １ 階軒下浸水以上））

に重ね合わせて作成した図面。

○ 今回公表する図は、 国管理河川からの氾濫に

よる浸水のみを対象。

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo04_hh_000197.html
https://www.mlit.go.jp/river/kasen/ryuiki_pro/risk_map.html
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https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo05_hh_000149.html

　近年、毎年のように全国各地で大雨による被害が生じていますが、これまで取り組んできた堤防
整備や河道掘削、ダム建設・再生等の河川整備は着実に効果が発現してきており、流域の自治体等
において設置された雨水貯留施設等により一定量の雨水が河川へ流入することを防いだ事例も報告
されています。
　国土交通省では、今後の気候変動による水災害リスクの更なる増大が予測されている中で、水害
の激甚化・頻発化に対応するための「流域治水」の取組について、関係者の協働を促すための「流
域治水施策集」を作成しました。
　本施策集では、実施主体別の施策の目的・役割分担・支援制度・推進のポイント等が整理されて
おり、「流域治水協議会」の事務局を通じて関係者へ共有し、各々の関係者による施策の具体化・
実践に役立ていただきます。

　

いのちとくらしをまもる 防災減災

流域治水施策集をまとめました
～「流域治水」の実践に向けて、流域の関係者に共有・活用します～

令和 4年12月15日 水管理・国土保全局治水課

〈流域治水施策集の特徴〉
 ① 施策の実施主体別の目的・役割分担等がわかるよう一覧で整理
 ② 流域治水の実践において参考となるよう、各施策の概要・推進上のポイント等をとりまとめ

流域治水施策集URL
：https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/gaiyou/panf/sesaku/index.html

流域治水施策の実施主体別の目的・役割分担等の一覧化（目次）

各施策の説明ページの例

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo05_hh_000149.html
https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/gaiyou/panf/sesaku/index.html
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　令和 ４ 年 ７ 月、 ８ 月の大雨により、特に甚大な浸水被害が発生した水系において、再度災害防止
の観点から、河川改修や下水道整備に加え、貯留浸透機能の確保や、特定都市河川制度を活用した
浸水リスクが高い区域における土地利用規制の検討・推進などの流域での取組が一体となった対策
を集中的に実施・進捗管理する『緊急治水対策プロジェクト』に着手します。

　

令和４年７月、８月の大雨で甚大な被害が発生した６水系において
『緊急治水対策プロジェクト』に着手します

令和 4年12月26日 水管理・国土保全局治水課、水管理・国土保全局防災課
水管理・国土保全局下水道部流域管理官

いのちとくらしをまもる 防災減災 令和４年７月、８月大雨関連

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo05_hh_000152.html

＜緊急治水対策プロジェクト実施水系・河川＞
　　は県管理河川

■令和 ４年 ７月１４日からの大雨
　【宮城県】　鳴

なる

瀬
せ

川
がわ

水系・多
た

田
だ

川
がわ

（※）、大
おお

江
え

川
がわ

、
　　　　　　名

な

蓋
ぶた

川
がわ

　等（令和 ４ 年度～令和 ８ 年度）
※一部国管理区間を含む

■令和 ４年 ８月 ３日からの大雨
　【青森県】　岩

いわ

木
き

川
がわ

水系・岩木川　等
（令和 ４ 年度～令和 ６ 年度）

　【青森県】　中
なか

村
むら

川
がわ

水系・中村川　等
（令和 ４ 年度～令和 ８ 年度）

　【山形県】　最
も

上
がみ

川
がわ

水系・最上川、小
こ

白
しら

川
かわ

、萩
はぎ

生
ゅう

川
がわ

　　　　　　等� （令和 ４ 年度～令和 ７ 年度）
　【新潟県】　荒

あら

川
かわ

水系・ 烏
からす

川
がわ

、春
はる

木
き

山
やま

大
おお

沢
さわ

川
がわ

　等
（令和 ４ 年度～令和 ８ 年度）

　【石川県】　 梯
かけはしがわ

川 水系・梯川、鍋
なべ

谷
たに

川
がわ

、滓
かす

上
かみ

川
がわ

　　　　　　等� （令和 ４ 年度～令和１３年度）

※詳細は各地方整備局等の HP をご覧ください。
○鳴瀬川、岩木川、中村川、最上川について（東北

地方整備局）
https://www.thr.mlit.go.jp/bumon/b00037/
k00290/river-hp/kasen/kinkyutisuitaisaku/1_
kinnkyuuthisuitaisaku.htm

○荒川について（北陸地方整備局　羽越河川国道事
務所）
https://www.hrr.mlit.go.jp/uetsu/contents/
river/chisuikyougikai/index.html

○梯川について（北陸地方整備局　金沢河川国道事
務所）
https://www.hrr.mlit.go.jp/kanazawa/chisui/
ryuiki_pro/index.html

※上記のほか、九
く

頭
ず

竜
りゅう

川
がわ

水系鹿
か

蒜
ひる

川
がわ

（福井県）に
ついても災害復旧事業の採択後に詳細を公表予定

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo05_hh_000152.html
https://www.thr.mlit.go.jp/bumon/b00037/k00290/river-hp/kasen/kinkyutisuitaisaku/1_kinnkyuuthisuitaisaku.htm
https://www.thr.mlit.go.jp/bumon/b00037/k00290/river-hp/kasen/kinkyutisuitaisaku/1_kinnkyuuthisuitaisaku.htm
https://www.thr.mlit.go.jp/bumon/b00037/k00290/river-hp/kasen/kinkyutisuitaisaku/1_kinnkyuuthisuitaisaku.htm
https://www.hrr.mlit.go.jp/uetsu/contents/river/chisuikyougikai/index.html
https://www.hrr.mlit.go.jp/uetsu/contents/river/chisuikyougikai/index.html
https://www.hrr.mlit.go.jp/kanazawa/chisui/ryuiki_pro/index.html
https://www.hrr.mlit.go.jp/kanazawa/chisui/ryuiki_pro/index.html
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公益社団法人全国防災協会 理事　松田　芳夫

河川入門講座 ⑺

河川の流水の使用（その１）

　水は人間の生活に必要不可欠な最も基本的な資源
ですから、まとまった水としての河川の流水は地下
水と並んで非常に重要な存在です。
　従って河川法では河川の流水に私権を認めない
で、公的な管理の下に置かれるべきであるという考
え方をとっています。
　同じ河川のことでも、土地の場合は河川区域の指
定がかかっても、私有地の存在が認められているの
とでは大きな違いです。

　公共性を強調して河川の流水は“公水”であると
云います。
　これに対して私有地の泉や井戸水などは私権が認
められた“私水”ということになります。
　河川流水が公水であるということは、明治29年

（1896）制定の河川法（旧河川法）で130年近い昔、
既に法定化されていますので、長い実績があります。

　現行の河川法（昭和39年制定）では、最初の方の
第 2 条で河川管理の原則として、流水の私権の否定
を宣言しています。

第 ２条　河川は公共物であって、その保全、利用
その他の管理は、前条の目的が達成される
ように適正に行われなければならない。
　河川の流水は私権の目的となることが出
来ない。

　従って河川の流水をちょっとした水汲みなどの自
由使用の範囲を超えて大規模に使用するときは、河
川管理者から“流水の占用許可”（河川法２３条）を
得る必要があります。
　この許可された流水の占用すなわち排他独占的な
取水の権利は、一般的には“水利権”と呼ばれ、河
川管理者の承認のもとに他人に譲渡できるなど私権
的な性格を有します。
　以上のように、河川の流水の公水としての基本的
な性格は法的には明確ですが、実際の水利権の運用
に際しては色々と面倒な問題があります。

　わが国の河川の流水は、急峻な地形と季節的な雨
量の変化が著しいという気象条件とから、洪水流量
は極端に大きく、その一方で平常時の流量は小さい
という特性を有します。
　例えば日本最大の河川の利根川の中流部では、治
水計画上の最大の洪水流量は毎秒16,500立方米と大
きいのに、平常時の渇水流量はわずか84立方米で、
その違いは200倍にもなります。
　又、平野を主体に水田開発が進み、そのため河川
からの取水量も大きく、130年前の旧河川法の制定
時、わが国の主要河川では農業用水の取水量は既に
渇水流量を食い尽くしており、新規の取水の余地は
殆ど無かったと云われています。
　この逼迫した状況が、近代化に伴い登場した水道、
発電、工業用水等の新たな取水の必要性と既存の農
業用水との間に多くの紛争を引き起こしたのです。（下線は筆者による）
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石灰水の痕跡
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協会だより

災害復旧技術専門家の登録証の伝達式のご紹介

徳　島　県 秋　田　県

　災害復旧技術専門家は国や都道府県を退職された
方々で、国土交通本省防災課の災害査定官や都道府
県等の防災担当の本庁課長級もしくは土木事務所長
等の経歴を有し、災害復旧業務に長年携わり制度を
熟知し災害復旧事業に関する高度な技術的知見を有
する経験豊富な技術者です。災害復旧技術専門家に

なるには、ご本人からの申請と在職していた国や都
道府県の災害担当部局からの推薦に基づき審査し認
定登録しています。登録証等は推薦機関よりご本人
に伝達していただいており、今回、各機関での伝達
の様子をご紹介いたします。

◯令和 4年 ７月１1日
　県土整備部砂防・気候防災課長坂本耕一様から長
谷哲雄氏に登録証を伝達していただきました。

◯令和 4年 7月11日
　建設部河川砂防課長小野潔様から渡部英範氏に登
録証を伝達していただきました。

登録証　伝達 登録証　伝達

富　山　県
◯令和 ４年 ７月２７日
　土木部河川課長山田晃様から南保仁士氏に登録証
を伝達していただきました。

登録証　伝達
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北陸地方整備局

宮　崎　県

◯令和 ４年 ７月２６日
　登録証伝達は池田総括防災調整官の推薦者挨拶の
あと中谷氏に登録証の伝達をしていただき、中谷正
勝氏から災害復旧技術専門家に新規登録となった挨

◯令和 ４年 ７月２８日
　県土整備部長西田員敏様から來島利明氏に登録証
を伝達していただきました。
　その後、災害復旧事業について意見交換を実施し

拶がありました。
　また、災害復旧技術専門家の北陸ブロック事務
局　上原信司氏にも立ち会っていただきました。

池田総括防災調整官の挨拶

ました。
　また、県土整備部ＯＢで構成する、災害エキスパ
ート部の部会長で災害復旧技術専門家の野中和弘氏
にも立会っていただきました。

登録証　伝達

登録証　伝達
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東北地方整備局
◯令和 ４年 ９月１４日
　総括防災調整官佐藤徳男様から加藤孝氏に登録証
の伝達をしていただきました。

登録証　伝達

四国地方整備局
◯令和 ４年１２月 ８ 日
　統括防災官檜田幸伸様から庄野達也氏、宮武敏夫
氏、松田邦泰氏、松下越夫氏に登録証を伝達してい

意見交換会

ただきました。その後、四国地方整備局の防災関係
の幹部の方及び災害復旧技術専門家四国ブロック長
の大谷博信氏等を交え、意見交換を実施しました。

登録証　伝達
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令和 ４年　発生主要異常気象別被害報告 令和 4年11月30日現在（単位：千円）

※被害報告は、月 2回（15日、月末）国土交通省HPで公表。最新は下記をクリック
　http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html

http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html

	目　次
	年頭のご挨拶……公益社団法人 全国防災協会 会長　脇　　雅史
	年頭挨拶……国土交通省水管理・国土保全局長　岡村　次郎
	年頭挨拶……国土交通省水管理・国土保全局 防災課長　中込　　淳
	離島における災害復旧事業について（令和２年６月豪雨災害）……鹿児島県十島村土木交通課地域整備室長　藏町　拓郎
	水害リスクマップ（浸水頻度図）のポータルサイトを開設（国管理河川）
	流域治水対策集をまとめました
	令和４年７月、８月の大雨で甚大な被害が発生した６ 水系において「緊急治水対策プロジェクト」に着手します
	河川入門講座 （7）　河川の流水の使用（その１）
	「災害査定の留意点」第22回　-地震による路面災について-……水管理・国土保全局防災課
	協会だより
	災害復旧技術専門家の登録証の伝達式のご紹介

	被害報告
	11月30日現在




